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わ が 国 の政 党 政 治 は1990年 代 に 大 き な転 換 期 を迎 え た。 自民党 分 裂 、55年 体 制 の 崩壊 、連 立 政 権 時 代
の到 来 、 社会 党 の 消滅 、 相 次 ぐ新 党 結 成 、 と政 治 状 況 は め ま ぐ る し く変 化 した。 この よ うな激 変 を も た
ら した要 因 の 一一つ に 、1980年 代 終 盤 か ら本 格 化 した政 治 改 革 の 潮 流 を挙 げ る こ とが で き る。 政 治 改 革 に
っ い て は 、 金 権 選 挙 是 正 を 主 た る 目的 と して 中 選 挙 区制 の 廃 止 が 論 議 され た。 しか し、 選 挙 制 度 を め ぐ
って は 政 党 聞 の 意 見 の 食 い 違 いが 存 在 す る だ け で な く、自民 党 内 に お い て も合 意形 成 に 失敗 し、1993年6
月 にお け る宮 沢 内 閣 不 信 任 決 議 、 そ して 自民 党 分 裂 の 直 接 的 契 機 とな った。
[1民党分 裂 直 後 に 行 わ れ た1993年7月 の総 選 挙 で は 、 自民 党 は過 半数 を大 き く割 り込 み 、 自民 党 一 党
長 期 支 配 は終 焉 を 迎 え た 。 そ して 、 当時 の 日本 新 党 党 首 で あ った 細 川 護 煕 を 首相 とす る非 自民 連 立 政 権
が成 立 し、そ の細 川 政 権 の 下 で1994年 初頭 に小 選 挙 区 比 例 代 表 並 立 制 の導 入 を柱 とす る政 治 改 革 関 連 法
案 が 成 立 した 。 並 立 制 の 導 入 は 、 中選 挙 区制 ドで 固 定 した 政 党 シス テ ム を変 容 させ 、 相 次 ぐ政 界 再 編 の
き っか け とな った。 ま た 、1994年6月 に は55年 体制 の 基 本 的 対 立 軸 を形成 して き た 自民 党 と社 会 党 が 連
立 を組 む とい う事 態 とな り、 多 くの 有権 者 に 政 治 に 対 す る認 知 的 不 協 和 を もた ら した。 な お 、1990年 代
の 政 権 ・政党 ・選 挙 に 関 す る 主な 出来 事 を表 了に示 して お く。
この よ うな90年 代 に お け る政 党 政 治 の 変 質 は 当然 の こ となが ら、 有 権者 の変 質 を も もた ら した。 最 も
重要 な 変 化 は 無 党 派 層 の 増 加 に 典 型 的 に み られ る 「政 党 離 れ 」 で あ る。 す で に ア メ リカ に お い て指 摘 さ
れ て い る よ うに 、 選 挙 民 の 政 党 離 れ は 、 投 票 率 の 低 下 や 選 挙結 果 の流 動 化 を帰 結 す るが 、 わ が 国 で も同
様 の 傾 向 が認 め られ る ω。 本 稿 で は、 選 挙 結果 統 計 とLlt論調 査 デ ー タ を用 い て、1990年 代 に お け る有 権


















総選挙 で 自民安 定 多数維 持 、社会躍進(2月)
統一地方 選で 社会敗 北(4Jj)、海 部 首相 辞任、 宮沢政権成 立(;1f])
日本新 党結党(5月)、 参院選 自民勝利 ・社会敗 北(7J])
宮沢 内閣不信任=決議 、fl民分裂 、新 生 党、新党 さきが け結 党(6月)
総選挙 で 自民過 半数割れ 、社会惨敗 、新 党 ブー ム(7月)、細 川非 自民連 立政 権成 立(8月)
細川 首相 辞任、 羽 田政権 成 立(4Jl)、村 山 「1社さ政権樹 立(6月)、 新進 党結党U2月)
参院選 比例 区で新 進 第一党 、投 票率5割 を切 り過 去最低 に(7月)
村ll!首相 辞任 、橋本政権 成 立、社会党 が社民党 に党名変 更(1月)
民 主党結 党、 社民 ・さきが け分裂(9月)
総選挙 、投票率 初 めて6割を切る、新進 敗北 、社 さ閣外 協力へ(10刀)
都議選 で共産第2党 に(7月)、新 進党解 党 く12月)
民 主党 に 旧新進 党 系の一部 が合 流(4月)、 社 さ与党離脱(6月)
参院選 で 自民敗 北 、民主 ・共産 躍進 、橋本 首相 退陣、小渕 政権成 立(7/D
白 白連 立政権成 立(1月)、 白自公 連 立政権成 立(10月)
1.選 挙における変動
1-1選 挙 変 動 率 の 増 大 と55年 体 制 の 崩 壊
西欧諸 国やア メ リカ では、60年代ない しは70年 代 頃か ら、有権者 の投票行 動が流 動化 し、政 治学 者の
注 目の的 にな った。 投票行 動 の流動 化の結果 、選 挙間 の政党得票 率 の変 化の度合 いが 高 くな ったこ と も
また注Hを 集 めた。 例 えば、 ク リュー(1.Crewe)とデ ンバ ー(D,Denver)らは、欧 米13カ 国 を対象 と
して選 挙 にお け る変動率 くElectoralVolatllity)の分析 をこ ころみ てい る。そ の うち2大 政党制 国家
で あるア メ リカ とイ ギ リスでは 、60年代 中盤 あ るいは70年 代 か ら有 権者 の 中で2大 政党か らの離脱 現 象

























図1に は、連続 した2回 の総選挙…における自民党 と社会党のそれぞれ及び2党 の合計の得票率差の絶
対値(変 動率)の 推移 を示す。{3)自民党 と社会党による55年体制成立によって、イギ リス型の2大 政党
制に進むか と思われた 日本においても、1960年代に自社2大 政党の得票率は減少傾向を示 し、多党化が
進行 した。代わって勢力を伸 ばしたのは、宗教団体の創価学会を母体として1964年に結成された公明
党と1922年か ら存在する共産党であった。 これ らの政党は何れも都市部を基盤 とし、 日本の高度成長期
に進行 した都市化を背景 として勢力を拡大 した。そのため、63～67年の自民党及び67～69年の社会党の
変動率が高 くなってお り、また 自社合計の変動率もやや高 くなっている。公明党 と共産党の支持拡大は、
70年代半ばに頭打ちとな り、これ ら2党の得票率はゆるやかな減少期に入る。72～76年の問に自民党の





党分裂を経験 した自民党は得票率を前回比で10ポイン ト近 く下げ、 したがって変動率が急上昇 した。そ
のため、2党 の変動率の合計は20ポイン ト近 くまで上昇した。
この ように、1980年代後半か ら90年代前半にかけて、自民党 と社会党の得票率は不安定化 していった。
55年体制成立後初の総選挙であった1958年の選挙では自民党 と社会党とを合計 した得票率が9割 を超 え
ていた。その後、その比率は70年代にかけて減少傾向に入 り、80年代にはお よそ3分 の2程 度でほぼ横
這いで推移 していた。けれ ども93年の総選挙では自社合計得票率は52%にまで落ち込み、自民党か社会
党の何れかに票を投 じた ものは約半数 となった。93年総選挙は、議会における自社両党のシェアの激減
とともに、有権者 レベルにおける 「55年体制の崩壊」を明確 に示 した選挙だった。
1-2投 票率 の低 下
選挙デ ・ークに関する90年代に入ってからの もう1つの顕著な変化は、投票率の低下である。 日本の総
選挙 における投票率は、大半の西欧諸国よりも低 く、アメリカよりも高い水準にある。図2に 示す よう
に、1993年までの総選挙の投票率は概ね60ノく一セン ト台後半から.70パーセン ト台前半の水準を示 して
きた。ただ、70年代後半から選挙ごとの投票率の変化幅が大 きくな り、かつ60パーセン ト台を記録する
頻度が増大 した。そ して、90年代に入ってか ら行われた2回 の総選挙では、何れ も投票率は過去最低記
録を更新 した。特に、新 しい選挙制度である小選挙区比例代表並立制の下で行われた96年総選挙では、
初めて6割 を下回るとい う結果となoた 。




























図3参 院 選の投 票率:1959～98
参院 選 にお いては、衆 院選 よ りもさ らに90年 代の投 票率の 低下傾向が顕 著に認 め られ る(図3)。国連
の平和維 持活動(PKO)へ の 自衛 隊の参加 問題 な どが 主要 な争点 とな った92年 選挙 の投票率 は、辛 うじ
て5割 を超 した もの の、消費税 問題 な どで 自民党 が惨敗 した89年 よ りも14ポ イ ン トも棄権率 がL弄 し
た。さ らに、統一一・地 方選挙 と年 が重 なった95年 に は国政 選挙の 通常選挙 史上初 めて5害1を切 り、tl4.520/。
とな った 。 この よ うな投 票率 の低 下傾 向 が進行す る と、ひ いて は民主政 治の空洞 化 を帰結 しかねない た
め、1997年に公 職 選挙法が改 正 され 、98年6月 か ら投票時 間の延長 や不在者投 票要件 の緩 和 な どが行 な
われ た。この制度改 正の効果 もあって、98年7月 に行 なわれ た第18回 参院選 では投票率 が大幅 に上昇 し
58.84%とな った。
なお 、参議院選挙 の投票率 は、衆議院 選挙 よ り も変 動が激 しく、1947年、59年、71年、83年 、そ し
一34一
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て95年 と12年ごとに谷底 となっている。 これ らの年は、参院選の数 ヶ月前に統一地方選挙が行われた
とい う共通点がある。 とい うのは、参院選は1947年以来3年 ごとに通常選挙が行われ、また47年 から
4年 ごとに統…地方選挙が行われているため、12年に1回 は参議院選挙 と同 じ年にぶっかる。 これ らの
選挙が同一年 となった場合は、統一地方選挙の方が先で参院選は後になる。地方選で選出 された地方議
員たちは、国政選挙における地域の集票マシンの役割を果たす ことが多い。 しか し、自身の選挙戦を戦
った数 ヶ月後に行われ る参院選では、自分の事前運動のメリッ トがない ことか ら、選挙運動を さぼ り、
それに伴 って地元の世話人 も活動が鈍ることによって動員力が低下 し低投票率になるとい う石川真澄の
説明がある く亥年現象)ω。その他、有}雀者 自身 も選挙疲れを して参院選では投票意欲をそがれることな
ども原因 として考えられよ う。
投票参加に強い関連性 をもつ政治的態度 のひとつに政党支持態度が挙げ られ る。アメリカ投票行動研
究の古典的業績のなかで、特定の政党に対する愛着感を抱 くことが政治的関心を高め、投票に参加する
確率 を高めるとい う知見が存在する⑤。これは、政党支持のある者は支持する政党の候補者を当選させた
い、あるいは支持す る政党の議席数 を増や したいとい う意識 を持ち、それ ゆえに投票に積極的に参加す
る動機を有 しているか らである。 わが国で も、支持する政党のある者は無党派層に比 して投票への参加






















無党派2=「 好きな政党な し」+「 答えない」
t41イi川真 澄 『デ ー タ 戦 後 政 治 史 』 岩 波 新 書 、1984年 、174～18τ頁,
5,A.Campbell,P。E.Cenverse,"'.E.!fillerandD.E.Stokes,rheAmej'ict7nIb'er(NewYolk;JhonWiley,1960).
'〉エ イ ブ ラ ム ソ ン(P
.R.Abramson)は、 ア メ リ カ で1960fl三か ら80年 ま で の20年 間 で み ら れ た 投 票 率 低 下 の 原 因 の4分 の1が 有 権




表2に は朝 日新聞社の国政選挙時調査における無党派層の比率と投票率 との相関係数を示すm。ここで
は、衆議院選挙に関 しては、中選挙区制の下で行われた1958年か ら1993年までの期間と、小選挙区比
例代表並立制の下で行 われた96年選挙 も含 めた期間の2ケ ースについて相関係数を算出 し、さらに単独
選挙 とは状況が異なる同日選挙(80年と86年)を除いた数値も示す。また参議院選挙では投票時間延長
などの改正が行われた公職選挙法改正前の1995年までの期間 と公選法改正後の1998年の選挙 も含んだ
期間の2ケ ースについて相関係数を算出 し、さらに衆院選 と同様にそれぞれ同 日選を除いた数値も示す。
また、無党派層の捉え方 も2ケースを設定 した。ひ とつは、「好きな政党な し」と回答 した者を無党派層




すると、衆院選では狭義の無党派層の方が高い値 を示 したのに対 して、参院選では広義の無党派層の方
が高い値を示 してお り、異なった結果 となっている。 しか し、いずれのケースにおいて も差は僅少であ
る。③衆参 ともに同 日選挙を除いたケースの方が相関が高い。同日選挙は80年 と86年の2回 実施 され
たが、2つ の国政選挙が同時に行われ ることによって投票率 を高める効果があると考え られ る。 したが
って、政治的態度 と投票参加 との相関関係 を弱めると想定される。④衆院選の場合、96年を入れた場合、
相関係数は大 きく上昇する。96年選挙では93年に比べて無党派層が大きく増加 し、また投票率 も93年
か ら7ポ イン ト以上低下 した。そのために相関係数が上昇 した とみ られる。⑤参院選に関 しては、公選
法改正後の98年選挙を入れると相関係数が下がる。
2.党派心の衰退
2-1無 党派 層 比率 の長期 的 推移
有権者の党派心の衰退を表す最 も有力な指標は、無党派層の増大である。そこで、無党派層の比率の
長期的な推移を時事通信社、読売新聞社、朝n新 聞社の世論調査データか ら検討 してみる㈹。この うち、
時事通信社は1960年6月か ら毎 月調査 を実施 してい る.e読売新聞社は1978年3月より原則 として
毎月調査を実施 している。朝H新 聞社の調査の実施は不定期である。政党支持質問の質問文は、時事通
信社では 「あなたはどの政党を支持 しますか。」であ り、読売新聞社は 「いま、あなたは何党を支持 して
いますか。1つ だけあげて下さい。」であ り、朝 日新聞社は 「あなたは、どの政党が一番好 きですか。」
である。 この うち、月例調査を実施 している読売新聞社 と時事通信社のデータを比較す ると、読売デー
タは時事データよ りも短期的な変動率が高 く、世論の変化に対 してより敏感に反応す る傾向がみ られた。
これは、読売調査では政党支持の質問文に 「いま」とい う文言が入 っていることが最大の理由であろ う。









































































































(江)読 売新 聞 社4ご国 世論 調査 に よる(年 平均値)。




























































1960年か ら月例世論調査を継続的に実施 している時事通信社の世論調査結果か ら政 党支持率の年 平均
値の長期的推移を検討 してい く。図4は、1960年か ら1998年までの無党派層 の比率の推移を示す。なお、
時事データでは、「支持政党なし」の他 に 「わか らない」、「保守か革新か と言えば保守党」「保守か革新
かといえば革新党」 という回答選択肢があ り、そのいずれかを回答 した者を無党派層 と考えた。す なわ
ち、これ ら4個の比率の合計値を無党派層 とした。ただ、1994年7月調査か ら 「保守か革新かと言えば保
守党」「保守か革新かといえば革新党jと い う回答選択肢が除外 された。 その結果 、「支持政党な し」の
比率が急上昇 している。
読売新聞社データについては原則 として毎 月調査を実施するようになった1978年から1999年までの
「支持政党な し」比率の年平均値の推移を図5に 示 した。
朝 日新 聞社の通常調査では、支持政党を答えない者 に対 して追加質問で支持色を尋ね、それ も合わせ
て政党支持率 としているので無党派層の比率は他の調査よりも少な く出る。 しか し、国政選挙時の調査
では、支持色は尋ねていないので無党派層が多くなる。 ここでは、3年 ごとに定期的 に実施 され る参院
選前の調査結果 を取 り上げ、無党派層の推移を検討す る。 なお、朝 日の選挙時調査では 「答えない」層
が2割 前後存在 し、朝 日新聞では 「好 きな政党な し」層 と 「答えない1層 を合わせて無党派層 としてい
る。図6に はその推移を示す。
各データで表れた無党派層の推移は次の通 りである。
① 時事データでは1968年ごろから70年代中盤にかけて無党派層が増大 し、70年代後半か ら90年代
初頭までは5割 前後の水準で推移 していた。そ して、93年か ら95年にかけてお よそ1割 増加 してい
る。 その結果、1995年以降は無党派層は6割 を超 える高水準 とな っている。 また、1960年代か ら
70年代にかけて、無党派層の中で 「支持政党なし1と 「わか らない1の 構成比が次第に変化 してい
る。60年代前 半には無党派層の半数以上が 「わか らない」層だ ったが、その後70年代全般を通 して
減少 し、1980年代以降においては無党派層に占める 「わか らない」層はごく一部 となっている。
② 読売データでは無党派層は90年代前半を通 して増加傾向を示 した。1990年以前は概ね ・1人に1人
が無党派であったのが、90年代後半にはほぼ2人 に1人 が無党派となってお り、90年代の前半 にほ
ぼ倍増 している。
③朝 日新聞福二の参院選桑時データでは68年 か ら77年の間に 「好きな政党な し」層が次第に増加 し、
さらに80年代後半から90年代前半にかけて増加 している。ただ、「答えない」とした層は長期的 に
み ると若干ではあるが減少傾向にある。
これ ら3つ のテL-一夕か ら共通 して言えることは、1990年代にわが国における無党派層が増大 した とい
う事実であ り、いったん増大 した無党派層は もとの水準には容易には回復 しない とい う事実も確認で き
る。また、月例調査を実施 している時事通信社のデータと読売新聞社のデータを比較すると、読売デー
クの方が90年代前半の無党派層の増大幅が大 きい。 これは、`ワー ディングの違いなどの影響であろ う。
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次 ぐ政界再編 とい うわが国特有の政治状況による。そこで、90年代における無党派層の増大の経緯を詳






































































(注)読売新 聞 社全 国 世論調 査に よる(前 はlA～6月 の 平均値 、後は7～12刀 の 平均 値)。
図7政 党支持率:1990～1999
図7は 、90年か ら99年までの自民党、社会党(96年以降は社会民主党)の 支持率と94年12月に結
成 された新進党、及び96年9月 に結成 された民主党の支持率、そ して無党派層の比率を示す。値 は半年
ごとの平均値である。ここに示 されているよ うに、無党派層の比率は90年代の前半にほぼ一貫 して上昇
している。90年には20パーセン ト台前半だったのが、92年に3割 を超え、94年には4割 を超えた。そ
して95年の前半に平均5割 近い比率にな り、・その後ほぼ横這いで推移 している。 このデー タからすると、
90年代の半ば以降は、お よそ2人 に1人 が無党派層 とい う状況にある.それでは、各党の支持率と無党
派層の推移 との関係はいかなるものであろ うか。
90年代前半の無党派層の増大にっいては、次の3期 に分けることができる。
第1期90年 ～91年 社会党支持率の低下:こ の時期は、無党派 とともに自民党支持率が増大 し、社







第2期92年 ～93年前半 自民党批判の高ま り:この時期に発覚 した 「共和」事件や 「佐川」事件な
どの政治倫理問題に対する国民の不満や 、宮沢内閣の政治改革の失敗などによる自民党批判の高ま りに
伴って、 自民党支持率が低下 し、無党派層が増加 した。ちなみに、読売調査による宮沢内閣の支持率は
発足直後の91年ll月には、55.7ポイン トと発足直後 としては歴代2位 の支持率を挙げていたのが、92
年10月には3割 を切 り、宮沢内閣不信任決議が可決 された93年6月 には10.4ポイン トにまで下落 して
いる。
第3期94年 前半～95年前半 新党への幻滅:こ の時期は無党派層が増 えているものの、自民党 と社














(注)読売 新聞 社全 国世論調査 に よる(1期 は}～3月 、2期 は4～6月 、
3期 は7～9月 、4期 は10～12月の それ ぞれ 平均 値)。
図83新 党 の支持率:1992.10～1994.12
1993年の総選挙でブームを巻き起こ した3つ の新党の支持率の変化については、図8に示す。まず、n
本新党は、細川政1匠期で高い内閣支持率を記録 していた93年3期か ら4期 にかけて自民党に次 ぐ高い支
持率 を記録 したが、94年に入 って支持率は急落 し、細川が辞任 した94年4月以降は弱小政党の支持率に
戻って しまった。 自民党が分裂 した新生党は結党当初か ら5%を 超える支持率を維持 し、日本新党に比
べる と支持率は安定 している。羽田政権の時期であった94年の2期 には支持率が上昇 したが、羽 田内閣
が同年6月 までの短命 に終わった ことによって、94年3期には元の水準 に戻った。 さきがけの支持率は
比較的変動が小 さいが、比較的高水準であったのは政権を離脱 した羽lll政権期(94年2」夢1)であり、94年
















商 工 ・サー ビス業 玉6,630,746.7 14,116,030.1
自由業 エ6,332,343.7 16,011,427.4
管理 ・専門職 19,529,546.0 10,016,526.5
事務 ・技術職 27,442,958.1 生5,515,230.7
労 務 ・サー ビス職 24,437,649.1 13,211,524.7
主婦 24,138,848.9 14,710,124.8
(注)読売新聞 社全国 世論調査 に よる。 〈A)(B)(C)に示す1直は、それ ぞれ半年 間(前は1月 ～6∫1)
の平均 値
表3に は、90年代前半を55年体制末期 と55年体制崩壊後の2期 にわけて年齢別 、職業別の無党派層
の推移 を示す。まず、年齢別にみると、年齢が若 くなるほ ど無党派層の多い若年型のパ ター ンはこの5
年間で変化 していない。そ して、この5年 間で全ての年齢層で無党派層 は2割 以上増えている。なかで




職業別にみて も、90年代前半にはいかなる職業集団において も無党派層は2割 以 上増加 した。職業別
の無党派層の多寡に関する基本的パター ンに変化はみ られず、無党派層が最 も多いのは事務 ・技術職 で
あり、最 も少ないのは農林水産業従事者である。ただ、事務 ・技術職の増加幅が最 も高か ったために、
95年には他の職業集団と比べてi突出 してきた。また、90年前半には無党派層の比率が比較的低かった商
工 ・サービス業の増加率が高 く、90年前半に比 して95年前半には約3倍 増となっている。前期と後期の
増加率を比較す ると、農林漁業従事者は後期の増加応力ミ前期の2倍 に達 している。55年体制下で固定層
を形成 していた第…次産業従事者の政党離れは、主に55年体制の崩壊 を契機 として生 じたのである。同
様の傾向は管理 ・専門職において もみ られ る。それに対 して、自由業や主婦層では前期における無党派
層の増加率のほ うが高い。 これ らの層にとっては、55年体制崩壊の影響は他の職業集団に比 して少なか
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った と推測 され る。
2-390年代 の脱 政 党現象 の特質
1960年以降長期にわたって月例調査を実施 している時事通信社の政党支持率調査の結果によれば、無
党派層の増大期が2回 認められる。1回 目は60年代後半から70年代前半にかけての時期であ り、2回
目は90年代前半の時期である。 ここでは、 日本人の政党支持態度を規定する社会的属性変数 として重要
度の高い年齢及び職業と無党派比率の変化を検討することによって90年代前半の脱政党現象の特質を浮
き彫 りにしたい。なお、ここから1回 目の期間を第一期、2回 目を第二期 とよぶ。
図9に は年齢階層別、図10には職業階層別の無党派層の増加率を示す。65年一75年とは、無党派層の




第一期 と第二期 とを比較すると、第二期の特質として次の2点 を指摘す ることができる。
第一に、年齢別に無党派層比率の変化をみると、第…期における無党派層の増大は若年層 を中心に生
































第2に 、職業別 にみると、第…期における無党派層の増大幅は事務職をは じめ とする 「非 自前」的職
業において大きかったのに対 して、農林漁業や 白歯業 ・管理職 といった 「自前」的職業では小さかった{ll>。
なかで も農林漁業従事者は第一期 にはほとん ど無党派層は増大 していない。 ところが、第二期において
は職業間の増加幅の差が小 さくなってお り、政党離れの波は固定層の割合が多い とされてきた農林漁業
者に も及んでいる(図10)eそして全ての職業集団で明白な脱政党化がみ られる(12)。
この ように第一期 と第二期 とを比較すると、第一期では若年層や非 自前的職業 といった特定の年齢集
団 ・職業集団が脱政党化の主役であったのに対 して、第二期では特定の年齢層や職業集団とい うよりも、
あらゆる集団においてほぼ均等に政党離れが生 じていることが特徴的である。これは、90年代における
無党派層の増大が、自民党分裂、相次 ぐ政界再編、めまぐるしく変わる政権の連立パ ターンといった状
況下で、「55年体制」の枠組みにな じんで きたあらゆる層の有権者がポス ト55年体制の政党政治に対 し
て認知的不協和状態に置かれたためであろう。
お わ り に
1990年代の わが国は、政党 レベル で は再編(Realignment)の時代で あ ったが 、有権者 の レベルでは脱
編成(DealignmGnt)のll寺代 で あった とみなす こ とがで きる。1993年の 自民党分裂 以降、次 々に押 し寄せ
る政 界再編 の波 に有権者 の側 が辟易 した感 もある。時事通 信 社の世論調 査デ ー タに よれ ば、わが国 では
1960年代後半 か ら70年代 甫ll半にか けての時期 に も無 党派層 の増大 がみ られ たが、この時期 は主と して特
定 の年齢層や職 業集 団で政党離れ が生 じたの に対 して、90年 代前半の それはあ らゆ る年齢 ・職業階層 で
'11'「自前」的職業 とは、自分の仕事や職業をコン トロールする主体が自分の手にあるという意識をもてる職業である。三宅一郎 ・木




生 じてお り、55年体制の終焉を契機 とするgo年代の政党政治の変質が有権者の認知的不協和につながっ
た り、党派心の脱編成を帰結 したことが伺える⑬ 。
無党派層の比率は2000年以降 も高水準を維持 しているが、2001年になって小泉人気の影響で自民党支
持率が上昇 し、幾分無党派層が減少 していることも事実である。 しかし、小泉内閣に対する異常 ともい
える高支持率は、有権者の政党離れを背景として発生 した ことを忘れてはな らない。小泉政権成立後の
自民党支持率の上昇は、有権者の党派心の回復を意味するのではなく、小泉首相に対する個人的人気が
たまたま 自民党支持に連結 しているにす ぎない。 したがって、仮に小泉人気が凋落すれば、自民党支持
率 も連動 して低下し、再び無党派層が増大すると予想される。
1990年代にみ られた 「55年体制の崩壊」と政界再編は、移 り気で票の読めない有権者を大量に生み出
した。その後、新たな無党派厨の支持獲得を目指 した新党の試みはことごとく失敗に終わ り、無党派層
の比率は1990年以前の水準に回復 していない。むLろ 、長期的な政党支持率の変化に関す るデータか ら、
いったん増大 した無党派層は元の水準には戻 らない とい う法則があるようにもみえる。無党派層の増大
は固定票の掘 り起 こしを主たる目的 とする選挙戦略の効果の減退を意味する。 したがって、今後、各政




郁夫は1967年の ミシガン調査、83年の 』ES調 査および95年のJESII調査データを分析し、有権者からみた政党陶の差異が縮小
傾向にあることを指摘している。 とくに55年体制の双壁であった自民党と社会党の差は縮小幅が大きく社会党が中道化していると認
識されていた.有権者が認識する政党間の差異が縮小したことは、有権者に政党聞の違いを分かりにくくさせ、そのことが政党離れを
生じさせている一因となっていると推測できる。蒲島郁夫 『政権交代と有権者の態度変容』木鐸社U998年)、!72頁、
tU近年の国政選挙に6
.いては党首のキャラククーを前面に出す政党CMが 盛んだが、これぱ選挙の勝敗が党首の個人的人気に左右さ
れる度合いが高まったと政党に認識された結果であろう.党首評価と投票行動に関する論考として、蒲島郁夫 ・今井亮佑 「20GO年総
選挙一党首評価と投票行動」『選挙研究』N5t6(2001年)、5～IT頁,党首好感度に関する分析として、井田iE道「有権者の党首1き度に
関する計量分折」『政経論叢』(明治大学)第68巻第2・3号 〔1gggif・}、163～185頁。
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